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令 和 ７ 年 度 事 業 計 画

Ⅰ活 動 基 本 方 針

Ⅱ 重 点 施 策

　　本会は、公益の増進を主たる目的とし、その目的を達成するため、税知識の普及、納税意
識の高揚に努め、税制・税務に関する提言を行い、もって適正・公平な申告納税制度の維
持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与するとともに、地域企業と地域社会の健全な発展に
貢献することを基本方針とし、以下の諸施策を実施する。

（税知識の向上と納税意識の高揚）
１．税務当局との連携協力を保ち、あらゆる機会を通じて納税者と税務当局の間の相互理

解醸成に努め、また、広く税務知識の普及を通じて納税意識の高揚を図り、公正な税
制と円滑な税務執行に寄与する。さらに、e－Tａｘ（電子申告）の普及拡大及び利用
向上に努めるとともに、その周知を図る。

（税制改正に対する提言・要望）
２．中小企業の税制確立を目指し、よりよい税制の研究に努め、会員の意見を集約しその

とりまとめを行い、かつ上部団体を通じ国や地方自治体に要望、その実現を期す。
（税の啓発活動・社会貢献活動）
３．健全な納税団体として、組織の拡大強化を図りつつ、税の啓発活動や社会貢献事業を

通して、事業の公益性と社会貢献度を高める。
（企業の税務コンプライアンス向上施策）
４．企業の内部統制の強化や経理水準の向上は、企業の成長や税務リスク軽減のために重

要であることから、「自主点検チェックシート」の活用とその普及を図ることとする。
　（全法連ホームページからダウンロード可能・事務局在庫有）
（研修事業の強化）
５．会員企業の健全化並びにその発展向上に資するため、税務に関わる研修はもちろんの

こと、企業が欲する研修事業を積極的に行う。
（福利厚生事業の推進）
６．福利厚生事業は、会員の福利厚生を担うばかりでなく、当会の財務基盤の強化に寄与

するものであり、一層の推進を図る。
（会務運営の円滑化）
７．法人会組織の検討と魅力ある活動の展開、特に会員相互の情報交換を図ることにより

会務を一層円滑にする。

４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力
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４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

Ⅲ 主 要 事 業 計 画
 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。
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　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
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　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）
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（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力
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４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。
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達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。
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　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき
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を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力



─ 15 ─－15－－14－

４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

Ⅲ 主 要 事 業 計 画
 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力
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４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力
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Ⅱ 重 点 施 策

　　本会は、公益の増進を主たる目的とし、その目的を達成するため、税知識の普及、納税意
識の高揚に努め、税制・税務に関する提言を行い、もって適正・公平な申告納税制度の維
持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与するとともに、地域企業と地域社会の健全な発展に
貢献することを基本方針とし、以下の諸施策を実施する。

（税知識の向上と納税意識の高揚）
１．税務当局との連携協力を保ち、あらゆる機会を通じて納税者と税務当局の間の相互理

解醸成に努め、また、広く税務知識の普及を通じて納税意識の高揚を図り、公正な税
制と円滑な税務執行に寄与する。さらに、e－Tａｘ（電子申告）の普及拡大及び利用
向上に努めるとともに、その周知を図る。

（税制改正に対する提言・要望）
２．中小企業の税制確立を目指し、よりよい税制の研究に努め、会員の意見を集約しその

とりまとめを行い、かつ上部団体を通じ国や地方自治体に要望、その実現を期す。
（税の啓発活動・社会貢献活動）
３．健全な納税団体として、組織の拡大強化を図りつつ、税の啓発活動や社会貢献事業を

通して、事業の公益性と社会貢献度を高める。
（企業の税務コンプライアンス向上施策）
４．企業の内部統制の強化や経理水準の向上は、企業の成長や税務リスク軽減のために重

要であることから、「自主点検チェックシート」の活用とその普及を図ることとする。
　（全法連ホームページからダウンロード可能・事務局在庫有）
（研修事業の強化）
５．会員企業の健全化並びにその発展向上に資するため、税務に関わる研修はもちろんの

こと、企業が欲する研修事業を積極的に行う。
（福利厚生事業の推進）
６．福利厚生事業は、会員の福利厚生を担うばかりでなく、当会の財務基盤の強化に寄与

するものであり、一層の推進を図る。
（会務運営の円滑化）
７．法人会組織の検討と魅力ある活動の展開、特に会員相互の情報交換を図ることにより

会務を一層円滑にする。

４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力
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４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力
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４．地域企業の健全な発展に資する事業
（１）税務コンプライアンス向上施策
　　目的　内部統制の強化、経理の質の向上を目的に、自社の成長及び税務リスク軽減のた

め、法人会が作成した「自主点検チェックシート」の活用促進を図ることで、企
業の税務コンプライアンス向上を目指す。

（２）実務セミナー
　　目的　須賀川税務署管内の全法人を対象に、税務、会計、経営等をテーマとし、地域企

業の健全な発展を目的に実施する。また、青連協で取り組みを進めている「財政
健全化のための健康経営プロジェクト」の周知等の活動を推進する。

（３）時局講演会
　　目的　須賀川税務署管内の全会員を対象に、健全な企業活動の継続を目的とし、政治、

経済、一般教養、労務等幅広い分野において、時代のニーズに合った講演会を通
常総会に合わせて実施する。

（４）福島県法人会連合会　青年部会会員研修大会・女性部会会員研修大会
　　目的　県内の青年部会員・女性部会員が集い、それぞれ税制、財政及び法人会の目的を

達成するため意見交換、議論を行う。今後の活動をより充実したものにするため
開催し、当会からも部会員が参加する。

　　　　　青年部会は10月23日に二本松大会が予定されている。
　　　　　女性部会は10月23日に二本松大会が予定されている。

 ５．地域社会への貢献を目的とする事業
（１）新春公開講演会
　　目的　時宜にかなったテーマでの講演会を開催することにより、地域社会との結びつき

を深め参加者の有意義な人生の一助に資することを目的に、総会懇談会・新年賀
詞交換会に併せて開催する。

（２）地域イベントへの協力及び協賛
　　目的　須賀川税務署管内の各地域が行う様々なイベントの中から、本会及び部会、支部

が認めたイベントに協力、援助することにより地域社会との結びつきをより一層
深める。公益事業として協賛するイベントは次のとおりとする。

　　　　　「浅川町花火大会」「石川町クリスタルカップ」「鏡石町オランダ祭り」
（３）特養等各施設へのタオル等の寄贈
　　目的　女性部会が主催し、須賀川税務署管内の特別養護老人ホーム等にタオル等を寄贈

することにより、社会貢献活動に寄与する。

 ６．会員の交流に資するための事業
（１）総会懇談会
　　目的　年に一度、通常総会の開催に伴い、会員相互の連携を深め、交流することを目的

として開催する。
（２）新年賀詞交換会
　　目的　新年を迎えるにあたり地域の経営者が集い、情報交換並びに懇親を深めることを

目的として開催する。

 １．税の知識の普及を目的とする事業
（１）新設法人説明会
　　目的　新たに法人として設立された企業を対象に、事業開始に際しての留意点等につい

て理解を促す事を目的として実施する。
（２）租税教室
　　目的　須賀川税務署管内の小学校児童を対象に、青年部会会員が講師となり、国税当局

作成の租税教室用ビデオや独自に作成した教材を使用し、身近な事例を通して税
への理解と関心を深めてもらうことを目的として実施する。

（３）青年部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（４）女性部会税務研修会
　　目的　法人税にとらわれることなく、様々な税に関するテーマを取り上げ、税知識の向

上を目的として実施する。
（５）支部税務研修会
　　目的　法人税、消費税、相続税、資産税などの国税を中心に研修テーマを取り上げ正し

い税知識を学ぶことを目的として実施する。

 ２．納税意識の高揚を目的とする事業
（１）納税表彰式
　　目的　須賀川税務署が主催する納税表彰式は毎年「税を考える週間」に開催され、納税

協力団体の活動を積極的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し
永年の功労があった者に、須賀川税務署長より表彰状、感謝状が贈られる。

　　　　　当会では、一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに、広く社会に納税の
重要性を広報する。また、国税庁と全国納税貯蓄組合連合会との共催で実施し、
全国法人会総連合が後援する中学生の「税についての作文」コンクールに際し、
管内の優れた作品の中から須賀川法人会会長賞を授与し顕彰する。

（２）「税を考える週間」広報活動
　　目的　「税を考える週間」行事の一環として、須賀川税務署との懇談会等を開催し、税に

ついての理解と意識啓蒙を促すとともに、「税を考える週間」のＰＲ活動を展開
する。

（３）税に関する絵はがきコンクール
　　目的　女性部会が主催し、青年部会が実施する「租税教室」を受講する小学校等を対象に

｢税｣をテーマとした絵はがきの募集を行い、応募作品の中から優れた作品を選考し
顕彰する。また、顕彰作品の中に須賀川税務署長表彰を設ける。税が毎日の暮らし
の中でどのように役立っているかを考えてもらうための一助として実施する。

（４）ホームページ及び広報誌による税情報の発信
　　目的　ホームページ上のお知らせ欄に、適宜必要な税や事業に関する情報を提供する。

広報誌「すかがわ法人ニュース」は、須賀川税務署の協力を得て、国税に関する
情報、税制改正事項等の掲載を積極的に行い、会員をはじめ、公共機関、管内金
融機関、関係団体等を通して、広く一般に配布する。

　　　　　他に、女性部会会報「花明かり」・青年部会会報「炎ネット」を発行する。
（５）地域イベント参加「なんでもウルトラ税金クイズ」
　　目的　税についての理解や知識啓発を促すため税金のクイズコーナー等を設置し協力する。

 ３．税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（１）税制改正要望大会への提言
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年中小企業の租税負担の軽減と合理

化・簡素化及び適正公平な税制税務に関する提言を行うため、会員から税制に関す
る意見要望を取りまとめて｢税制改正要望大会｣を行い、関係機関等に対して要望活
動を行っており、当会からも代表が参加する。（10月16日高知県にて開催）

（２）税務関係団体協議会との連携強化
　　目的　須賀川税務関係団体協議会の一員として、正しい税知識の普及、納税意識の高揚

並びにe－Tａｘの利用率向上等の推進及びインボイス制度の周知に取り組む。
（３）税制改正要望書の関係機関への提出
　　目的　公益財団法人全国法人会総連合では、毎年「税制改正要望大会｣を開催し、決議さ

れた要望事項を有効なものとするため国、県、単位会レベルで関係機関に対し要
望活動を行っており、当会では、事務所の所在する須賀川市の市長、市議会議長
及び地元選出の国会議員に要望書を提出する。

（４）税制アンケートの実施
　　目的　社会情勢に合った税制改正を目的として、税制委員会を中心に、公益財団法人全

国法人会総連合作成の税制改正に関するアンケートを実施する。アンケート調査
結果と税制に対する要望事項を取りまとめ、一般社団法人福島県法人会連合会を
通して公益財団法人全国法人会総連合に上申する。

（５）全国青年の集い
　　目的　全国の青年経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするために開催し、当会からも代表が参加する。（１１月２０日山梨県
にて開催）

（６）全国女性フォーラム
　　目的　全国の女性経営者が集い、税制、財政及び地域社会の健全な発展等法人会の目的

を達成するための情報交換、意見交換及び議論を行う。今後の活動をより充実し
たものにするため開催し、当会からも代表が参加する。（９月１８日北海道にて
開催）

（３）委員会等交歓会
　　目的　当会の運営に携わっている役員、委員会委員、部会役員並びに支部役員等が、当

年度の活動方針、重点事業等について協議を行い、目標実現に向け意思統一を行
うとともに交流を図ることを目的として開催する。

（４）部会例会
　　目的　青年部会、女性部会では、それぞれ親睦会や視察会等、会員の資質向上、交流、

親睦を図ることを目的として開催する。
（５）支部・部会報告会
　　目的　支部会員、青年部会会員、女性部会会員が集まり、それぞれ前年度の活動報告と

今年度の事業計画等について会議を行う。

 ７．会員の福利厚生等に関する事業
（１）経営者大型保障制度の普及促進
　　目的　経営者や従業員が、在職中に病気や事故により死亡や入院などの事態に遭った場

合に企業を守り、事業が滞りなく継続できるよう生命保険と損害保険がセットに
なった法人会の制度。地域企業の福利厚生制度の充実を経営の安定化のため普及
促進に努めている。（引受保険会社は大同生命保険株式会社）

（２）ビジネスガードの普及促進
　　目的　政府労災保険の上乗せ保障制度の「ハイパー任意労災」、万が一の個人情報漏洩

対策の「個人情報漏洩対策プラン」、大規模な地震に企業として備える「地震対
策プラン」等がある。地域企業の万が一に備え、経営の安定化のため普及促進に
努めている。（引受保険会社はＡＩＧ損害保険株式会社）

（３）がん保険制度の普及促進
　　目的　法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。｢がん保険制度」、「医

療保険制度」等がある。地域企業で働く者の万が一に備え、普及促進に努めてい
る。（引受保険会社はアフラック生命保険株式会社）

（４）中小企業向け貸倒保険制度の普及促進
　　目的　取引先の法的な倒産、もしくは延滞の発生等により売上債権が回収できなくなっ

た場合、損害の一定部分をカバーする中小企業向けの貸倒保険制度の普及促進に
努める。（引受保険会社は三井住友海上火災保険株式会社）

（５）ＰＥＴがん検診の普及促進
　　目的　経営者や従業員を対象に、健康管理、福利厚生事業の充実を目的として、割安の料

金を設定し普及推進に努めている。検診実施は一般財団法人脳神経疾患研究所。
（６）会員親善ゴルフ大会
　　目的　会員企業の経営者並びに従業員を対象に、ゴルフを通じての親睦、情報交換、健康

増進を図ることを目的として実施する。
（７）会員親睦旅行
　　目的　会員企業の経営者等を対象に、親睦交流及び福利厚生を目的として、宿泊を伴った

親睦旅行を全法連全国大会に併せて実施する。

貸 借 対 照 表
令和7年３月31日　現在

科　　　　目 増　　減前　年　度当　年　度

Ⅰ　資産の部

　 １．流　　 動　　 資　 　産

　　　　 現　  金  　預  　金

立　　　替　　　金

【流 動 資 産 合 計】

　２．固定資産

（2）特　  定　  資　  産

　　　　退 職 給 付 引 当 資 産

公 開 講 演 会 引 当 資 産

　　　　社会貢献活動引当資産

【特 定 資 産 合 計】

【固 定 資 産 合 計】

【 資 産 合 計 】

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　　預　　　り　　　金

【流 動 負 債 合 計】

　 ２．固　　定　　負　　債

　　　　退 職 給 付 引 当 金

【固 定 負 債 合 計】

【 負 債 合 計 】

Ⅲ　正味財産の部

　 １．基　　　　　　　　　金

　　　　基　　　　　　　　金

　２．指　定　正　味　財　産

　　　　民　間　助　成　金

【指 定 正 味 財 産 合 計】

　３．一　般　正　味　財　産

（1）代  　替  　基  　金

（２）その他一般正味財産

【一 般 正 味 財 産 合 計】

【正 味 財 産 合 計】

【負債及び正味財産合計】

4,985,105

0

4,985,105

 

1,604,216

2,681,003

1,000,000

5,285,219

5,285,219

10,270,324

 

71,466

71,466

 

1,604,216

1,604,216

1,675,682

 

0

 

0

0

 

0

8,594,642

8,594,642

8,594,642

10,270,324

5,583,916

89,790

5,673,706

 

1,604,216

3,040,446

1,000,000

5,644,662

5,644,662

11,318,368

229,498

229,498

1,604,216

1,604,216

1,833,714

0

0

0

 

0

9,484,654

9,484,654

9,484,654

11,318,368

△ 598,811

△ 89,790

△ 688,601

 

 

0

△ 359,443

0

△ 359,443

△ 359,443

△ 1,048,044

 

 

△ 158,032

△ 158,032

 

0

0

△ 158,032

 

 

0

 

0

0

 

0

△ 890,012

△ 890,012

△ 890,012

△ 1,048,044

（単位：円）

 ８．その他本会の目的を達成するための必要事業
（１）総会・理事会・委員会（総務・広報・税制・厚生・組織・研修）など会務運営のため

の各種会議の開催
（２）青年部会・女性部会・石川郡支部・鏡石天栄支部活動の一層の推進と相互の連携協調

並びに米沢法人会青年部会と須賀川法人会青年部会との定期交流会の実施
（３）法令に基づく適正な情報開示と個人情報管理の徹底
（４）会員増強等を通した組織基盤の拡充強化
（５）提携保険会社との協力による財務基盤の確立
（６）事務局効率化の推進と会員企業支援のための事務局機能の強化
（７）全法連「役員一人一社以上会員獲得運動」への協力
（８）須賀川間税会会務運営への協力

第１章　総　則
（名　称）
第１条　この法人は、公益社団法人須賀川法人会（以下「本会」という。）と称する。

（事務所）
第２条　本会の主たる事務所は、福島県須賀川市に置く。

第２章　目的及び事業
（目　的）
第３条　本会は、税知識の普及、納税意識の高揚に努め、税制・税務に関する提言を行い、もって適正・

公平な申告納税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与するとともに、地域企業と地
域社会の健全な発展に貢献することを目的とする。

（事　業）
第４条　本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）税知識の普及を目的とする事業
（２）納税意識の高揚を目的とする事業
（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業
（４）地域企業の健全な発展に資する事業
（５）地域社会への貢献を目的とする事業
（６）会員の交流に資するための事業
（７）会員の福利厚生等に資する事業
（８）その他、本会の目的を達成するために必要な事業

２　前項の事業は、おもに須賀川税務署管内を中心として福島県内において行うものとする。

第３章　会　員
（資　格）
第５条　本会に次の会員を置く。

（１）正会員　須賀川税務署管内に所在する法人（管内に事業所を有する法人を含む）で、本会の目
的及び事業に賛同して入会した者

（２）特別会員　本会の事業を賛助するために入会した者
２　前項の正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員とする。

（入　会）
第６条　本会の正会員又は特別会員になろうとする者は、理事会の定めるところにより申し込みをし、
入会することができる。

（会　費）
第７条　会員は、総会の決議を経て、別に定めるところにより会費を納入するものとする。

２　既納の会費は原則としてこれを返還しない。
（資格の喪失）
第８条　会員は、次の各号の一に該当する場合に至ったときは、その資格を失う。

（１）退会
（２）法人の解散

（３）死亡

（４）除名
（５）正当な理由なく会費を２年以上滞納したとき
（６）総正会員の同意があったとき

（退　会）
第９条　本会を退会しようとする者は、理事会の定めるところにより退会手続きを行い、任意に退会す

ることができる。
（除　名）
第１０条　会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の決議によって当該会員を除名することがで

きる。
（１）本会の定款又は規則に違反したとき
（２）本会の名誉をき損し又は本会の目的に反する行為があったとき
（３）その他除名すべき正当な事由があるとき

２　前項の規定により会員を除名しようとする場合には、その会員に対し、総会の日から１週間
前までにその旨を通知し、かつ、総会で弁明の機会を与えなければならない。

第４章　総　会
（種類及び構成）
第１１条　総会は、通常総会及び臨時総会とし、すべての正会員をもって組織する。

２　前項の総会をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員総会とし、通常総
会をもって同法上の定時社員総会とする。

（権　限）
第１２条　総会は、この定款に別段の定めがあるもののほか、次の事項について決議する。

（１）会員の除名
（２）理事及び監事の選任又は解任
（３）理事及び監事の報酬等の額
（４）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）並びにこれらの附属明細書の承認
（５）定款の変更
（６）解散及び残余財産の処分
（７）その他総会で決議するものとして法令又は定款で定められた事項

（開催及び招集）
第１３条　通常総会は、毎年１回事業年度終了後３か月以内に開催する。

２　臨時総会は次の各号の一に該当する場合に開催する。
（１）理事会が必要と認めたとき
（２）総正会員の議決権の５分の１以上の議決権を有する会員から会議の目的である事項及び招集

の理由を記載した書面により、招集の請求があったとき
３　総会は、開催の日から少なくとも１週間前に、会議の目的たる事項、日時及び場所を記載し

た文書を発して会長がこれを招集する。
（議　長）
第１４条　総会の議長は、会長がこれに当たる。

２　会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長の中から総会において選出する。

（正会員の議決権）
第１５条　正会員は、各１個の議決権を有する。

２　正会員は、前項の議決権を行使するための総会に各１名の代表者を出席させる。
３　正会員は、委任状をもって、総会における議決権の行使を他の出席正会員に委任することが

できる。この場合、委任した正会員は出席したものとみなす。
（決　議）
第１６条　総会の決議は、議決権の３分の１を有する正会員が出席し、出席した正会員の議決権の過半

数をもって行う。
２　前項の規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であって、総正会員の議決権の

３分の２以上の多数をもって決する。
（１）会員の除名
（２）監事の解任
（３）定款の変更
（４）解散
（５）その他法令で定められた事項

３　理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者毎に第１項の決議を行わなけれ
ばならない。理事又は監事の候補者の合計数が第１８条に定める定数を上回る場合には、過
半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任するこ
ととする。

（議事録）
第１７条　総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。

２　議事録には、議長及び出席した正会員の中から総会において選出された議事録署名者２名が
署名押印しなければならない。

第５章　役　員
（役員の配置）
第１８条　本会に次の役員を置く。
理　事　　２５名以上５０名以内
監　事　　４名以内

２　理事のうち１名を会長、５名以内を副会長、１名以内を専務理事とすることができる。
３　前項の会長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事とし、副会長

及び専務理事をもって同法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。
（役員の選任等）
第１９条　理事及び監事は、総会の決議によって選任する。

２　会長、副会長及び専務理事は、理事会の決議により理事の中から選任する。
３　理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は三親等内の親族、その他特別の関係にあ

る者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても同様とする。
４　他の同一の団体の理事又は使用人である者、その他それに準ずる相互の密接な関係である者

の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても同様とする。
５  監事については、少なくとも一人は外部監事とし、公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律第５条第１６号並びに公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施
行規則第５条に掲げる者とする。

（理事の職務及び権限）
第２０条　理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。

２　会長は、本会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐する。
４　専務理事は、会長及び副会長を補佐して事務局を指揮監督し、本会の常務を統括する。
５　会長、副会長及び専務理事は、毎事業年度毎に４か月を超える間隔で２回以上、自己の職務

の執行の状況を理事会に報告しなければならない。
（監事の職務及び権限）
第２１条　監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。

２　監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、本会の業務及び財産の状況
を調査することができる。

３　監事は、理事が不正の行為をし、若しくは不正の行為をするおそれがある
と認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認める

ときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告する。
４　監事は、前項の報告をするため必要があるときは、会長に理事会の招集を請求することがで

きる。
５　監事は、前項の規定による請求の日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の

日を理事会とする招集通知が発せられない場合は、直接理事会を招集することができる。
（役員の任期）
第２２条　理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する通常総会の終

結のときまでとする。
２　監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する通常総会の終

結のときまでとする。
３　理事又は監事については、再任を妨げない。
４　補欠により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。
５　理事又は監事は、第１８条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を
有する。

（役員の解任）
第２３条　本会の役員たるにふさわしくない行為があった場合、その他第１０条第１項各号の一に類する

事実があったときは総会の決議により、その役員を解任することができる。
（役員の報酬等）
第２４条　役員は、無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては総会において定める総額の範囲内で、

総会が別に定める役員の報酬等及び費用に関する規程により報酬を支給することができる。
また、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１５号に掲げる外部理
事及び同法第５条第１６号に掲げる外部監事に対しても、総会において別に定める報酬等の
支給の基準に従って支給することができる。

２　役員には、その職務を行うために要する費用を支払うことができる。その額については総会
が別に定める役員の報酬等及び費用に関する規程による。

（損害賠償責任の免除）
第２５条　本会は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１１１条第１項の役員の損害賠償責

任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠償金額から
法令に定める最低責任限度額を控除して得た金額を限度として免除することができる。

第６章　顧問、参与及び相談役
（顧問、参与及び相談役）
第２６条　本会に顧問、参与及び相談役を若干名置くことができる。

２　顧問、参与及び相談役は、理事会の推薦により会長が委嘱する。任期は２年とし、再任を妨
げない。

３　顧問、参与及び相談役は、本会の業務の運営上の重要な事項について会長の諮問に応ずる。
４　顧問、参与及び相談役の報酬は、無償とする。ただし、その職務を行うために要する費用の

支払いをすることができる。

第７章　理事会
（構　成）
第２７条　本会に理事会を置く。

２　理事会は、理事全員をもって構成する。
３　監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べなければならない。
４　顧問、参与及び相談役は、理事会の要請により、理事会に出席し意見を述べることができる。

（権　限）
第２８条　理事会は、この定款に別段の定めがあるもののほか次の事項を決議する。

（１）本会の業務の執行の決定
（２）理事の職務の執行の監督
（３）会長、副会長及び専務理事の選定及び解職

（招　集）
第２９条　理事会は、会長が招集する。

２　会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長が理事会を招集する。
（議　長）
第３０条　理事会の議長は、会長がこれに当たる。

２　会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長の中から理事会において選出する。
（定足数及び決議）
第３１条　理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、

その過半数をもって行う。
２　前項の規定にかかわらず、理事が理事会の目的である事項について提案した場合において、

議決に加わることのできる理事全員が当該提案について書面又は電磁的記録により同意の意
思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、その提案を可
決する理事会の決議があったものとみなす。

（議事録）
第３２条　理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。

２　出席した会長及び監事は、前項の議事録に記名押印しなければならない。

第８章　正副会長会
（構　成）
第３３条　正副会長会は、会長、副会長及び専務理事をもって構成する。

（権　限）
第３４条　正副会長会は、役員人事その他本会の運営に関する重要事項について審議し、理事会に参考
意見を表明する。

（運　営）
第３５条　正副会長会の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによる。

第９章　委員会、部会及び支部
（委員会）
第３６条　本会には、業務の執行に必要な委員会を置くことができる。

２　前項に定める委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めると
ころによる。

（部　会）
第３７条　本会には、業務の執行に必要な部会を置くことができる。

２　前項に定める部会の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるとこ
ろによる。

（支　部）
第３８条　本会には、業務の執行に必要な支部を置くことができる。

２　前項に定める支部の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるとこ
ろによる。

第１０章　資産及び会計
（資産の構成）
第３９条　本会の資産は、次に掲げるものにより構成する。

（１）設立当初の財産目録に記載された財産
（２）会費
（３）事業に伴う収入
（４）財産から生ずる収入
（５）寄附金品
（６）その他の収入

（事業年度）
第４０条　本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

（事業計画及び収支予算）
第４１条　本会の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類については、

毎事業年度の開始の前日までに会長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これ
を変更する場合も同様とする。

２　前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一般
の閲覧に供する。

（事業報告及び決算）
第４２条　本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、監事の

監査を受けた上で、理事会の承認を経て、通常総会に提出し、第１号及び第２号については
その内容を報告し、第３号から第６号までの書類については承認を受けなければならない。

（１）事業報告
（２）事業報告の附属明細書
（３）貸借対照表
（４）損益計算書（活動計算書）
（５）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）の附属明細書
（６）財産目録

（備付け帳簿及び書類）
第４３条　主たる事務所には、前条の書類のほか、次の書類を５年間備え置き、一般の閲覧に供すると

ともに、定款及び会員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。
（１）監査報告
（２）理事及び監事の名簿
（３）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類
（４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載した書類

第１１章　定款の変更及び解散
（定款の変更）
第４４条　この定款は、総会の決議によって変更することができる。

（解　散）
第４５条　本会は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。

（公益認定の取消し等に伴う贈与）
第４６条　本会が公益認定の取消しの処分を受けた場合、又は合併により消滅する場合（その権利義務

を承継する法人が公益法人であるときを除く。）において、公益目的取得財産残額があると
きは、これに相当する額の財産を当該公益認定取消しの日又は当該合併の日から１か月以内
に総会の決議により、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第２０号
に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

（残余財産の帰属）
第４７条　本会が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律第５条第２０号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体
に贈与するものとする。

第１２章　公告の方法
（公告の方法）
第４８条　本会の公告は、電子公告による。

２　事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は官報
に掲載する方法による。

定　　　款

公益社団法人須賀川法人会

第１３章　事務局
（事務局）
第４９条　本会の事務を処理するため事務局を設置する。

２　事務局には、所要の職員を置く。
３　重要な職員は、理事会の決議を経て任命する。
４　事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによる。

第１４章　補　則
（細　則）
第５０条　この定款に定めるもののほか、本会の運営に必要な事項は、理事会の決議により別に定める。

附　則

１　この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定
める公益法人の設立の登記の日から施行する。

２　本会の最初の会長は、次のとおりとする。
　　　会　長　草野美昭
３　本会の最初の副会長は次のとおりとする。
　   　副会長　吉田一郎、　佐川保博、　加藤敏彦、　佐久間信壽
４　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める特例民法
法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を行ったときは、第３６条の規定にかかわらず解
散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立登記の日を事業年度の開始日とする。


